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５ 科学技術・学術における男女共同参画の推進 

 

＜目標＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策の基本的方向と具体的な取組＞ 

１ 科学技術・学術分野における女性の参画の拡大 

(１) 施策の基本的方向 

     科学技術・学術分野における多様な視点や発想を確保し、研究活動等の活性化によ

って新たな知見の創出、国際競争力の向上等を図るため、女性研究者・技術者を質・

量ともに育成・確保する。また、科学技術・学術分野における政策・方針決定過程へ

の女性の参画割合を高める。 

女性研究者・技術者の活躍は、研究者・技術者コミュニティの意識改革及び研究

現場における多様性の確保に寄与し、また、若手の女性研究者・技術者やこれを目

指す女子学生のロールモデルともなる。このため、大学や企業等の執行部等が率先

して、優秀な女性研究者・技術者について固定的な性別役割分担意識や男女の能力・

適性に関する固定的な見方をもつことなく職場のトップや上位職、例えば、研究開

発を管理する職や教授職へ積極的に登用する必要がある。 

女性研究者の採用割合に関しては、第４期科学技術基本計画（平成 23 年８月 19

日閣議決定）において、理学系 20％、工学系 15％、農学系 30％等を数値目標として

科学技術・学術は、我が国及び人類社会の将来にわたる発展のための基盤であり、

「知」の獲得をめぐる国際的な競争が激化している。我が国が国際競争力を維持・強

化し、多様な視点や発想を取り入れた科学技術・学術活動を活性化するためには、女

性研究者・技術者の能力を最大限に発揮できるような環境を整備し、その活躍を促進

していくことが不可欠である。また、科学技術・学術の振興により、多様で独創的な

最先端の「知」の資産を創出することは、男女共同参画社会の形成の促進にも資する。

しかしながら、我が国における女性研究者の割合は増加傾向にはあるものの、諸外

国に比べいまだ低水準にとどまっているなど、科学技術・学術活動に従事する女性の

活躍を一層加速していく必要がある。 

このため、意思決定を行うマネジメント層をはじめ、研究現場を主導する女性研究

者・技術者の登用推進に向けた大学、研究機関、学術団体、企業等のポジティブ・ア

クションを促進するとともに、女性研究者・技術者が継続して活動の最前線で活躍で

きるよう、研究等と育児・介護等の両立や研究・技術力の維持・向上に対する支援及

び環境整備を行う。 

また、研究・技術職に進む女性の増大に向けて、次代を担う女性の科学技術人材を

育成していくため、女子中高生、保護者、教員等における科学技術系の進路への興味

関心や理解を全国的に向上させるための取組を推進する。 
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設定しているが、いまだ達成されておらず、各分野における女性研究者の確保に向

けた取組が求められる。 

 

(２) 具体的な取組 

   ア 科学技術・学術分野における女性の採用・登用の促進 

① 指導的地位に占める女性割合「30％」に向けて、大学、研究機関、学術団体、

企業等による、女性研究者・技術者の活躍状況の把握・分析、女性研究者・技術

者の採用・登用や継続就業に関する目標設定、上位職へのキャリアパスの明確化

や女性研究者・技術者の活躍推進に向けたポジティブ・アクションの実施、これ

らに関する情報開示（見える化）を積極的に促進する。 

その際、 

・ 女性活躍推進法の適用がある事業主においては、同法に基づく事業主行動計

画の策定等の仕組みを活用する。 

・ 各種の認定制度、表彰制度等を活用し、女性の活躍やワーク・ライフ・バラ

ンスの実現に向けて積極的に取り組む企業を評価するとともに、「女性の活躍

推進に向けた公共調達及び補助金の活用に関する取組指針」を踏まえた措置や

各種の助成制度を活用し、企業のインセンティブを強化する。 

② 現在総合科学技術・イノベーション会議において策定に向けた検討が行われて

いる、次期（第５期）科学技術基本計画における数値目標を踏まえつつ、科学技

術・学術分野における女性の採用・登用に関する数値目標を設定する。また、各

主体（大学、研究機関、学術団体、企業等）が自主的に採用・登用に関する目標

を設定し、その目標及び推進状況を公表するよう、働きかける。 

③ 男女共同参画会議と総合科学技術・イノベーション会議及び日本学術会議の連

携を強化するとともに、科学技術基本計画等において、女性活躍促進の視点を明

確に位置付ける。 

④ ポジティブ・アクションの推進等により、国及び地方公共団体における科学技

術・学術に係る政策・方針決定過程への女性の参画を拡大する。 

イ 科学技術・学術分野における女性人材の育成など 

① 女性研究者・技術者の採用の拡大や研究現場を主導する女性リーダーの育成に

向けて、上位職へのキャリアパスの明確化、メンタリングを含めたキャリア形成

支援プログラムの構築、その他女性研究者・技術者の採用及び登用に関するポジ

ティブ・アクションの取組について、大学、研究機関、学術団体、企業等への普

及を図る。 

② 企業等の研究職は、研究現場以外にも社内のマネジメントや企画職等様々なキ

ャリアパスがあることから、あらゆる場で活躍できるよう人材育成を図る。 

③ 大学、研究機関、学術団体、企業等の執行部や管理職がダイバーシティ・マネ

ジメントの重要性を理解し、女性研究者・技術者の活躍推進に積極的に取り組む

よう、意識改革を働きかける。 

− 37 −



- 37 - 
 

５ 科学技術・学術における男女共同参画の推進 

 

＜目標＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策の基本的方向と具体的な取組＞ 

１ 科学技術・学術分野における女性の参画の拡大 

(１) 施策の基本的方向 

     科学技術・学術分野における多様な視点や発想を確保し、研究活動等の活性化によ

って新たな知見の創出、国際競争力の向上等を図るため、女性研究者・技術者を質・

量ともに育成・確保する。また、科学技術・学術分野における政策・方針決定過程へ

の女性の参画割合を高める。 

女性研究者・技術者の活躍は、研究者・技術者コミュニティの意識改革及び研究

現場における多様性の確保に寄与し、また、若手の女性研究者・技術者やこれを目

指す女子学生のロールモデルともなる。このため、大学や企業等の執行部等が率先

して、優秀な女性研究者・技術者について固定的な性別役割分担意識や男女の能力・

適性に関する固定的な見方をもつことなく職場のトップや上位職、例えば、研究開

発を管理する職や教授職へ積極的に登用する必要がある。 

女性研究者の採用割合に関しては、第４期科学技術基本計画（平成 23 年８月 19

日閣議決定）において、理学系 20％、工学系 15％、農学系 30％等を数値目標として

科学技術・学術は、我が国及び人類社会の将来にわたる発展のための基盤であり、

「知」の獲得をめぐる国際的な競争が激化している。我が国が国際競争力を維持・強

化し、多様な視点や発想を取り入れた科学技術・学術活動を活性化するためには、女

性研究者・技術者の能力を最大限に発揮できるような環境を整備し、その活躍を促進

していくことが不可欠である。また、科学技術・学術の振興により、多様で独創的な

最先端の「知」の資産を創出することは、男女共同参画社会の形成の促進にも資する。

しかしながら、我が国における女性研究者の割合は増加傾向にはあるものの、諸外

国に比べいまだ低水準にとどまっているなど、科学技術・学術活動に従事する女性の

活躍を一層加速していく必要がある。 

このため、意思決定を行うマネジメント層をはじめ、研究現場を主導する女性研究

者・技術者の登用推進に向けた大学、研究機関、学術団体、企業等のポジティブ・ア

クションを促進するとともに、女性研究者・技術者が継続して活動の最前線で活躍で

きるよう、研究等と育児・介護等の両立や研究・技術力の維持・向上に対する支援及

び環境整備を行う。 

また、研究・技術職に進む女性の増大に向けて、次代を担う女性の科学技術人材を

育成していくため、女子中高生、保護者、教員等における科学技術系の進路への興味

関心や理解を全国的に向上させるための取組を推進する。 
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設定しているが、いまだ達成されておらず、各分野における女性研究者の確保に向

けた取組が求められる。 

 

(２) 具体的な取組 

   ア 科学技術・学術分野における女性の採用・登用の促進 

① 指導的地位に占める女性割合「30％」に向けて、大学、研究機関、学術団体、

企業等による、女性研究者・技術者の活躍状況の把握・分析、女性研究者・技術

者の採用・登用や継続就業に関する目標設定、上位職へのキャリアパスの明確化

や女性研究者・技術者の活躍推進に向けたポジティブ・アクションの実施、これ

らに関する情報開示（見える化）を積極的に促進する。 

その際、 

・ 女性活躍推進法の適用がある事業主においては、同法に基づく事業主行動計

画の策定等の仕組みを活用する。 

・ 各種の認定制度、表彰制度等を活用し、女性の活躍やワーク・ライフ・バラ

ンスの実現に向けて積極的に取り組む企業を評価するとともに、「女性の活躍

推進に向けた公共調達及び補助金の活用に関する取組指針」を踏まえた措置や

各種の助成制度を活用し、企業のインセンティブを強化する。 

② 現在総合科学技術・イノベーション会議において策定に向けた検討が行われて

いる、次期（第５期）科学技術基本計画における数値目標を踏まえつつ、科学技

術・学術分野における女性の採用・登用に関する数値目標を設定する。また、各

主体（大学、研究機関、学術団体、企業等）が自主的に採用・登用に関する目標

を設定し、その目標及び推進状況を公表するよう、働きかける。 

③ 男女共同参画会議と総合科学技術・イノベーション会議及び日本学術会議の連

携を強化するとともに、科学技術基本計画等において、女性活躍促進の視点を明

確に位置付ける。 

④ ポジティブ・アクションの推進等により、国及び地方公共団体における科学技

術・学術に係る政策・方針決定過程への女性の参画を拡大する。 

イ 科学技術・学術分野における女性人材の育成など 

① 女性研究者・技術者の採用の拡大や研究現場を主導する女性リーダーの育成に

向けて、上位職へのキャリアパスの明確化、メンタリングを含めたキャリア形成

支援プログラムの構築、その他女性研究者・技術者の採用及び登用に関するポジ

ティブ・アクションの取組について、大学、研究機関、学術団体、企業等への普

及を図る。 

② 企業等の研究職は、研究現場以外にも社内のマネジメントや企画職等様々なキ

ャリアパスがあることから、あらゆる場で活躍できるよう人材育成を図る。 

③ 大学、研究機関、学術団体、企業等の執行部や管理職がダイバーシティ・マネ

ジメントの重要性を理解し、女性研究者・技術者の活躍推進に積極的に取り組む

よう、意識改革を働きかける。 
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④ 国が関与する提案公募型研究事業等の委員長・審査委員への女性の登用を積極

的に進める。 

 

２ 女性研究者・技術者が働き続けやすい研究環境の整備 

(１) 施策の基本的方向 

多様な価値観や働き方を受容して働きやすい環境を醸成し、女性研究者・技術者が

能力を一層発揮できるようにする。研究者・技術者が実情に応じて柔軟に研究活動を

継続し、研究力を向上していくことができ、また研究と育児・介護の両立が困難とな

った場合も、研究中断等の影響を最小限に抑え、円滑な復帰が可能となるよう、研究

者・技術者の要望等を踏まえた政府が行う競争的資金の運用、育児・介護等に配慮し

た研究者・技術者への支援、慣行の見直しや出産・育児等の負担に配慮した人事の運

用など研究環境の整備等を行う。 

    

(２) 具体的な取組 

ア 研究活動と育児・介護等の両立に対する支援及び環境整備 

① 大学、研究機関、企業等において、男女の研究者・技術者が仕事と育児・介護

等を両立できるようにするため、長時間労働の解消、短時間勤務やフレックスタ

イム勤務、テレワークによる多様な働き方の推進、育児・介護に配慮した雇用形

態や両立支援制度の確立、キャリアプランや育児・介護に関する総合相談窓口の

設置、保育・介護サービスや病児・夜間保育の確保等を促進する。 

② 任期付きの研究者に対する育児休業制度等の周知を行うとともに、育児休業等

を取得しやすい職場環境の整備及び意識改革を進めることで利用を促進する。 

③ 育児・介護により競争的資金に係る研究から一時的に離脱せざるを得ない場合

において、研究期間の延長や代行者・研究支援者の登用により研究を継続できる

など、研究者のライフイベントに配慮した競争的資金の運用を促進する。 

④ 育児・介護により研究を中断する場合において、円滑な研究復帰を可能とし、

また、休業中も自宅で研究情報が得られるＩＴ環境の整備や学会への参加支援な

ど研究活動の一部を継続できるよう、研究者支援及び職場環境整備を促進する。 

⑤ 技術者等の研究を主とする者以外の科学技術・学術関係人材についても、その

分野の特性や実情等を踏まえたうえで、仕事と出産・育児等の両立支援策に取り

組む。 

イ 研究力の向上に対する支援及び環境整備 

① 研究機関は、女性研究者・技術者の採用・登用やプロジェクト参加等の機会を

確保するための性別や年齢により差別しない人事等を推進し、優秀な研究者につ

いてはプロジェクトの責任者に登用するなど勤務環境の整備等を行う。 

② 女性研究者・技術者の継続就業や研究力の向上に向けた女性研究者・技術者の
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ネットワーク形成支援、メンター制度の導入、ロールモデル情報の提供及び相談

窓口の活用、ハラスメントのない職場環境の整備等を促進する。 

③ 女性研究者・技術者及び女性若年層に対して、研究を継続するための支援や公

募を含む採用などについての情報提供の利便性を図るなど、科学技術・学術分野

における情報ネットワーク環境の整備に努める。  

④ 他のモデルとなるような取組を行う研究機関に対する支援等を行うとともに、

その成果を普及する。 

⑤ 研究者・技術者及び研究補助者等に係る男女別の実態把握とともに統計データ

を収集・整備し、経年変化を把握する。 

 

３ 女子学生・生徒の理工系分野の選択促進及び理工系人材の育成 

(１) 施策の基本的方向 

 理工系分野の女性研究者・技術者を確保するためには、小・中・高等学校において、

科学技術に興味を持つ女子児童・生徒を増やす必要がある。また、進路選択の際には、

保護者、教員等身近な人から影響を受ける場合が多いことから、本人だけではなく、

保護者、教員等の科学技術に関する理解の促進に努める必要がある。 

このため、小・中・高等学校における理科教育の中で科学技術の魅力を伝えること

ができる教員を育成し、十分な教育環境を整備する。 

また、大学、研究機関、学術団体、企業等と連携し、女子児童・生徒、教員及び保

護者に対して、科学技術を「身近なもの」とする取組を進めるとともに、理工系の進

路選択がどのようなキャリアパスにつながるかについて十分な情報提供を行う。 

 

(２) 具体的な取組 

ア 次代を担う理工系女性人材の育成 

① 理工系女性を一貫して支援するため、関係府省や経済界、学界、民間団体など

産学官からなる支援体制を構築する。 

② 小・中・高等学校における理科教育の中で、児童・生徒に対し発展的な研究指

導等を通し、科学技術の魅力を伝えることができる女性教員等を採用・育成する

とともに、理科実験のための設備等も含めた十分な教育環境を整備する。 

③ スーパーサイエンスハイスクールの充実など、高等学校における理数教育の強

化を通じて、女子生徒の科学技術に関する関心を高める。 

④ 理工系女性人材育成について、企業による取組を促進する。 

⑤ 理工系に進学を希望する女性の機会拡大を図るため、大学、高等専門学校等に

進学する経済的に困難かつ優秀な女子学生等に対して、奨学金や授業料免除など

による経済的支援を行う。 

⑥ 国立大学における、女性研究者等多様な人材による教員組織の構築に向けた取

組や、女子生徒の理工系学部への進学を促進する取組等を学長のマネジメント実
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④ 国が関与する提案公募型研究事業等の委員長・審査委員への女性の登用を積極

的に進める。 

 

２ 女性研究者・技術者が働き続けやすい研究環境の整備 

(１) 施策の基本的方向 

多様な価値観や働き方を受容して働きやすい環境を醸成し、女性研究者・技術者が

能力を一層発揮できるようにする。研究者・技術者が実情に応じて柔軟に研究活動を

継続し、研究力を向上していくことができ、また研究と育児・介護の両立が困難とな

った場合も、研究中断等の影響を最小限に抑え、円滑な復帰が可能となるよう、研究

者・技術者の要望等を踏まえた政府が行う競争的資金の運用、育児・介護等に配慮し

た研究者・技術者への支援、慣行の見直しや出産・育児等の負担に配慮した人事の運

用など研究環境の整備等を行う。 

    

(２) 具体的な取組 

ア 研究活動と育児・介護等の両立に対する支援及び環境整備 

① 大学、研究機関、企業等において、男女の研究者・技術者が仕事と育児・介護

等を両立できるようにするため、長時間労働の解消、短時間勤務やフレックスタ

イム勤務、テレワークによる多様な働き方の推進、育児・介護に配慮した雇用形

態や両立支援制度の確立、キャリアプランや育児・介護に関する総合相談窓口の

設置、保育・介護サービスや病児・夜間保育の確保等を促進する。 

② 任期付きの研究者に対する育児休業制度等の周知を行うとともに、育児休業等

を取得しやすい職場環境の整備及び意識改革を進めることで利用を促進する。 

③ 育児・介護により競争的資金に係る研究から一時的に離脱せざるを得ない場合

において、研究期間の延長や代行者・研究支援者の登用により研究を継続できる

など、研究者のライフイベントに配慮した競争的資金の運用を促進する。 

④ 育児・介護により研究を中断する場合において、円滑な研究復帰を可能とし、

また、休業中も自宅で研究情報が得られるＩＴ環境の整備や学会への参加支援な

ど研究活動の一部を継続できるよう、研究者支援及び職場環境整備を促進する。 

⑤ 技術者等の研究を主とする者以外の科学技術・学術関係人材についても、その

分野の特性や実情等を踏まえたうえで、仕事と出産・育児等の両立支援策に取り

組む。 

イ 研究力の向上に対する支援及び環境整備 

① 研究機関は、女性研究者・技術者の採用・登用やプロジェクト参加等の機会を

確保するための性別や年齢により差別しない人事等を推進し、優秀な研究者につ

いてはプロジェクトの責任者に登用するなど勤務環境の整備等を行う。 

② 女性研究者・技術者の継続就業や研究力の向上に向けた女性研究者・技術者の
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ネットワーク形成支援、メンター制度の導入、ロールモデル情報の提供及び相談

窓口の活用、ハラスメントのない職場環境の整備等を促進する。 

③ 女性研究者・技術者及び女性若年層に対して、研究を継続するための支援や公

募を含む採用などについての情報提供の利便性を図るなど、科学技術・学術分野

における情報ネットワーク環境の整備に努める。  

④ 他のモデルとなるような取組を行う研究機関に対する支援等を行うとともに、

その成果を普及する。 

⑤ 研究者・技術者及び研究補助者等に係る男女別の実態把握とともに統計データ

を収集・整備し、経年変化を把握する。 

 

３ 女子学生・生徒の理工系分野の選択促進及び理工系人材の育成 

(１) 施策の基本的方向 

 理工系分野の女性研究者・技術者を確保するためには、小・中・高等学校において、

科学技術に興味を持つ女子児童・生徒を増やす必要がある。また、進路選択の際には、

保護者、教員等身近な人から影響を受ける場合が多いことから、本人だけではなく、

保護者、教員等の科学技術に関する理解の促進に努める必要がある。 

このため、小・中・高等学校における理科教育の中で科学技術の魅力を伝えること

ができる教員を育成し、十分な教育環境を整備する。 

また、大学、研究機関、学術団体、企業等と連携し、女子児童・生徒、教員及び保

護者に対して、科学技術を「身近なもの」とする取組を進めるとともに、理工系の進

路選択がどのようなキャリアパスにつながるかについて十分な情報提供を行う。 

 

(２) 具体的な取組 

ア 次代を担う理工系女性人材の育成 

① 理工系女性を一貫して支援するため、関係府省や経済界、学界、民間団体など

産学官からなる支援体制を構築する。 

② 小・中・高等学校における理科教育の中で、児童・生徒に対し発展的な研究指

導等を通し、科学技術の魅力を伝えることができる女性教員等を採用・育成する

とともに、理科実験のための設備等も含めた十分な教育環境を整備する。 

③ スーパーサイエンスハイスクールの充実など、高等学校における理数教育の強

化を通じて、女子生徒の科学技術に関する関心を高める。 

④ 理工系女性人材育成について、企業による取組を促進する。 

⑤ 理工系に進学を希望する女性の機会拡大を図るため、大学、高等専門学校等に

進学する経済的に困難かつ優秀な女子学生等に対して、奨学金や授業料免除など

による経済的支援を行う。 

⑥ 国立大学における、女性研究者等多様な人材による教員組織の構築に向けた取

組や、女子生徒の理工系学部への進学を促進する取組等を学長のマネジメント実
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績として評価し、運営費交付金の配分に反映するとともに、私立大学等経常費補

助金において、女性研究者向けの柔軟な勤務体制の構築など、女性研究者支援を

行う私立大学等の取組を支援する。 

⑦ 関係府省や経済界、学界、民間団体など産学官からなる支援体制等を活用した

地域における意識啓発イベントや「理工チャレンジ」サイト等を通じた情報発信、

地方創生枠による奨学金等も活用し、地方における地域の未来を担う理工系女性

人材の育成や地方定着につながる取組を促進する。 

イ 理工系分野に関する女子児童・生徒、保護者及び教員の理解促進 

①  大学、研究機関、学術団体、企業等の協力の下、女子児童・生徒、保護者及び

教員に対し、理工系選択のメリットに関する意識啓発、理工系分野の仕事内容、

働き方及び理工系出身者のキャリアに関する理解を促す。また、国内外の理工系

女子ネットワークの促進、進学・就職情報支援、産業界で活躍する理工系女子を

始めとしたロールモデルに対する表彰等を総合的に実施するなど、理工系分野へ

の進路選択をサポートする。 

その際には、次の点に留意する。 

・ 女性の理工系選択を効果的に推進するため、女性の理工系人材の育成に資す

るデータを収集・分析する。 

・ 科学技術の成果がどのように社会に貢献しているかを分かりやすく伝えるな

ど科学技術を「身近なもの」とする。 

・ 「理工系出身者には研究者の道しかない」、「男性中心の学問・仕事である」、

「研究室に寝泊まりしなければならない」など、理工系分野の仕事に対する先

入観や固定的な性別役割分担意識を払拭する。 

・ 企業等の研究職には、研究現場で活躍する以外にも社内のマネジメントや企

画職等様々なキャリアパスがあることなどを周知する。 

・ 理工系分野への進学には高等専門学校、工業高等学校等大学以外にも様々な

選択肢があることを周知する。 

・ 理工系分野の女性研究者・技術者及び技能者との交流機会を提供するほか、

実験教室や出前教室、インターンシップの実施など、可能な限り実体験を伴う

理解を促す。 

・ 理工系分野の女性研究者・技術者及び技能者のロールモデルを育成し、理工

系選択を促進する。 

・ スーパーサイエンスハイスクールにおける女子生徒に対する理工系教育に関

する好事例の収集や他の高校等への情報提供を行う。 
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Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現 

６ 生涯を通じた女性の健康支援 

 

＜目標＞ 

5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

＜施策の基本的方向と具体的な取組＞ 

１ 生涯にわたる男女の健康の包括的な支援 

(１) 施策の基本的方向 

疾患の罹患状況が男女で異なるなど、生涯を通じた健康の保持のためには、性差に

応じた的確な医療を受けることが必要である。特に女性については、その心身の状況

が思春期、出産期、更年期、老年期等人生の各段階に応じて大きく変化するという特

性に着目し、長期的、継続的かつ総合的な観点に立って健康の増進を支援する。 
 

(２) 具体的な取組 

                                                  
（※）「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」の定義等については、第 4 回世界女性会議 行動綱領（1995）のパラグラフ 94、95、106（k)を参照。

（URL:http://www.gender.go.jp/international/int_norm/int_4th_kodo/index.html） 

男女が互いの身体的性差を十分に理解し合い、人権を尊重しつつ、相手に対する思いや

りを持って生きていくことは、男女共同参画社会の形成に当たっての前提と言える。心身及

びその健康について正確な知識・情報を入手することは、主体的に行動し、健康を享受でき

るようにしていくために必要である。特に、女性は妊娠・出産や、女性特有の更年期疾患を経

験する可能性があるなど、生涯を通じて男女は異なる健康上の問題に直面することに男女と

も留意する必要があり、「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」（※）（性と生殖に関する健康と権

利）の視点が殊に重要である。 

さらに近年は、女性の就業等の増加、晩婚化等婚姻をめぐる変化、平均寿命の伸長等に

伴う女性の健康に関わる問題の変化に応じた対策が必要となっている。 

また、生涯にわたる女性の健康づくりを支援するため、医療従事者等のワーク・ライフ・バ

ランスの確保、就業継続・再就業支援などを進めるとともに、医療機関や関係団体の組織の

多様化を図り、政策・方針決定過程への女性の参画拡大を働きかける。 

スポーツ分野においては、生涯を見通した健康な体作りを推進するため、男性に比べ女性

の運動習慣者の割合が低いことに鑑み、女性のスポーツ参加を推進する等の環境整備を行

う。 

これらの観点から、男女が互いの性差に応じた健康について理解を深めつつ、男女の健

康を生涯にわたり包括的に支援するための取組、男女の性差に応じた健康を支援するため

の取組を総合的に推進する。 
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